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2018年 5月 23日 
 

当社は、本日、原子力災害対策特別措置法に基づき、2018 年 3 月 9 日に実施した防災訓練の実施結果

報告書を原子力規制委員会に提出しましたのでお知らせします。 

今後も継続的に訓練を実施し、対応能力の強化を図ってまいります。 

 

【報告書の主な内容】 

今回の訓練では、重大事故等発生時における、発電所の原子力防災組織の総合的な強化を図ること等を
目的として、浜岡原子力発電所原子力事業者防災業務計画に定める項目（注 1）を実施しました。 

訓練実施にあたっては、重大事故等が発生した状況下における体制構築、情報収集・整理、事故状況判
断、情報連絡などに係る「訓練のねらい」を定め評価をおこないました。 
 
1 訓練概要 

運転中の浜岡原子力発電所 4 号機（安全性向上対策工事完了）において、重大事故等が発生することを
想定して訓練をおこないました。 
 

2 訓練の評価結果 

発電所緊急事態対策本部において、プラントの状況を把握するために必要な情報の収集ができたことな
ど、「訓練のねらい」に対して概ね良好な結果が得られました。一方で、可搬型設備の現場設置完了時間を
主に口頭で確認したことにより、聞き間違いや認識の相違が発生したなどの課題も確認されました。 

 
3 今後の対応 

今回の訓練を通して確認された課題について、改善策を検討・立案して、次回以降の訓練で有効性を確
認します。 

 

添付資料  1 防災訓練実施結果報告書の概要 

添付資料  2 2018年 1月～2018年 3月に実施した要素訓練（注 2）等の実績 

参考資料   1 2017年 12月に実施した防災訓練にて抽出した改善事項の対応状況 

参考資料   2 防災訓練実施結果報告書の用語集 

 

注 1 浜岡原子力発電所原子力事業者防災業務計画に定める項目と今回の主な訓練内容は以下のとおりで 

す。 

 

注 2 要素訓練とは、災害時に対応する様々な項目について、複数の項目をおこなう総合訓練とは別に、対

応項目ごとに技能習熟・対応能力向上を図るために実施する訓練のことです。            

以 上 

項目 主な訓練内容 

重大事故等対応訓練 炉心損傷への対応 

通報訓練 社内および社外（一部模擬）に対して通報連絡 

避難誘導訓練 事象の進展に応じた避難判断および避難誘導方法の検討 

原子力災害医療訓練 放射線管理区域内のけが人の搬出訓練 

その他訓練 原子力事業者間協力協定に基づく支援要請の実施 等 

浜岡原子力発電所 防災訓練実施結果の報告について 
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添付資料 1 

 

防災訓練実施結果報告書の概要 

 

 

本訓練は，「浜岡原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 第 2章 第 7節 1」に基づき実

施したものである。 

 

1．訓練の目的 

今回の訓練では，重大事故等が発生した状況下における発電所の原子力防災組織及び本店

緊急事態対策組織の対応能力の総合的な強化を図ること並びに更なる改善点の抽出を行うこ

とを目的として，訓練を実施した。 

具体的な目的は、以下のとおり。 

 

（1）発電所緊急事態対策本部は，訓練中長期計画において総合訓練で検証することとしてい

る 4つの機能（体制構築機能，情報収集・整理機能，事故状況判断機能、情報連絡機能）

について確認を行う。また，通報訓練，避難誘導訓練，原子力災害医療訓練についても有

効性を検証する。 

 

（2）本店緊急事態対策本部は，発電所の支援組織としての役割を認識し，事故収束活動を行

う発電所の支援，被災者支援活動が実施できていることの確認を行う。また，原子力規制

庁緊急時対応センター（以下，「ERC」という。）・オフサイトセンター（以下，「OFC」

という。）との連携強化を図る。 

 

（3）これまでの訓練から改善を図った事項の有効性の確認を行う。 

 

 

2．実施日時及び対象施設 

（1）実施日時 

2018年 3月 9日（金） 9:00～17:00 

 

（2）対象施設 

 中部電力株式会社の以下の施設 

浜岡原子力発電所，本店，静岡支店，東京支社，磐田営業所（災害対策支援拠点） 

 原子力規制庁（ERC） 

 OFC 
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3．実施体制及び評価体制並びに参加人数 

（1）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）評価体制 

訓練評価を専門とする評価チームを編成し，訓練目的を踏まえ予め定めた評価の視点

（訓練のねらい）に対して評価を実施した。 

 

（3）参加者 

浜岡原子力発電所 ：391名 

（訓練プレーヤー355名，コントローラ 22名，評価者 14名） 

本店       ：158名 

（訓練プレーヤー139名，コントローラ 13名，評価者 6名） 

東京支社他    ：6名 

（東京支社 4名（全て訓練プレーヤー），静岡支店 2名（全て訓練プレーヤー）） 

 

 

 

 

 

 

 

浜岡原子力発電所 

緊急事態対策本部 

各要員 

原子力規制庁 

（ERC） 

社 外 

関係機関 

（模擬） 

本 店 

原子力施設事態 

即応センター 

災害対策支援拠点 

静岡支店 

東京支社 OFC 

報告 
指示 

通報連絡 

統合原子力防災ネットワーク 

接続・情報連絡 

通報連絡（模擬） 

通報連絡 

（模擬） 
情報連絡 

統合原子力防災ネットワーク 

接続・情報連絡 

【凡例】 要員派遣 

 

情報共有 

通報連絡等 
社内組織 

 

社外組織 
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4．防災訓練の概要 

（1）訓練形式 

 発電所，本店等の全プレーヤーに対してシナリオ非開示型訓練を実施した。 

 

（2）訓練の前提 

＜想定事象＞ 

 平日昼間帯に，浜岡 4号機で機器故障等の事象進展により全面緊急事態に至る事象を

想定した。なお，訓練シナリオは，訓練中長期計画に基づき，網羅性等の観点から策

定した。 

 訓練途中の時間スキップはなし。 

 

＜発電所の状態＞ 

 浜岡 4号機は，運転中（新規制基準適合性申請に係る対策工事及び可搬型設備の導入

が全て完了した状態）を想定した。 

 浜岡 3，5号機は，新規制基準適合性申請に係る審査が完了しておらず，燃料集合体

は全て使用済燃料プールで保管中を想定した。 

 浜岡 1，2号機は，廃止措置中（使用済燃料・新燃料搬出済み）を想定した。 

 

＜その他＞ 

 安全パラメータ伝送システム（以下，「SPDS」という。）パラメータは，シミュレー

タ実データを配信した。 

（SPDSパラメータは，統合原子力防災ネットワークを介して、ERCへリアルタイム

に配信。） 
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（3）事象進展時系列 

時 間 事 象 

9:00 

＜4号機＞ 

・復水ポンプ(A)トリップ、台数アンバランス発生、原子炉再循環ポンプ 

ランバック（原子炉熱出力、約 60％まで低下） 

⇒ 事故故障対応体制発令 

9:25 
＜4号機＞ 

・復水ポンプ(C)出口逆止弁から漏えい確認、原子炉手動スクラム 

9:40 

＜4号機＞ 

・復水ポンプ出口配管破断、給復水系喪失 ⇒ 緊急事態待機体制発令 

・原子炉隔離冷却ポンプ使用不可 

9:45 

＜4号機＞ 

・余熱除去系(B)サプレッションプール冷却操作後、余熱除去ポンプ(B) 

モータトリップ  

10:14 
＜4号機＞ 

・原子炉機器冷却海水ポンプ(B-1)(B-2)モータトリップ 

10:33 
＜4号機＞ 

・緊急時海水取水ポンプ(A)起動操作、モータトリップ 

10:35 

＜4号機＞ 

・緊急時海水取水ポンプ(B)起動、出口弁 10％開度で固着 

＜5号機＞ 

・火災発生(非常用ディーゼル発電機(C)室) 

10:49 

＜4号機＞ 

・原子炉機器冷却海水ポンプ(A-1)(A-2)モータトリップ 

⇒ 第 1次緊急体制発令 

11:02 
＜4号機＞ 

・格納容器圧力高(13.7kPa)到達 

13:16 
＜4号機＞ 

・補給水ポンプ(A)～(C)トリップ 

13:23 
＜4号機＞ 

・高圧炉心スプレイポンプトリップ ⇒ 第 2次緊急体制発令 

15:30 
＜4号機＞ 

・炉心損傷判断 

15:41 

＜4号機＞ 

・緊急時高圧炉心スプレイ機器冷却水系により余熱除去ポンプ(C)起動、

自動減圧系にて急速減圧 ⇒ 原子炉への注水開始 

16:30頃 訓練終了 

16:30頃～17:00 訓練総括 
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5．防災訓練の内容 

（1）浜岡原子力発電所 

ア．重大事故等対応訓練 

4号機中央制御室（シミュレータ室で模擬）において，運転員から対策本部への情報連

絡を実施した。プラント状況の連絡を受け，発電所緊急事態対策本部では，入手情報を元

に対策本部各班が役割に応じた以下の活動を実施した。 

 情報収集・整理，事故状況判断（プラント状況の把握，対応戦略決定，事象進展予測） 

 情報連絡（発電所内の情報共有，OFCとの連携，社内外への情報発信） 

 体制構築（可搬型注水設備等の現場出動対応） 

 

イ．通報訓練 

原子力災害対策特別措置法（以下，「原災法」という。）第 10条事象及び同法第 15条

事象発生時に，社内（本店，東京支社等），ERCへの実通報連絡，社外機関を想定した社

内模擬者への通報連絡を実施した。 

 

ウ．避難誘導訓練 

原災法第 10条事象及び同法第 15条事象発生時に，一斉放送による退避誘導を実施し

た。 

 

エ．原子力災害医療訓練 

医療機関への搬送を想定し，管理区域内で発生したけが人に対して，汚染状況を把握し，

防護措置や非管理区域への退避バイパス等の対応を実施した。 

 

オ．モニタリング訓練 

モニタリング対応として，マルチコプターによるモニタリング対応を計画していたが，

天候不良により実施不可となった。 

 

（2）本店 

ア．重大事故等対応訓練 

本店緊急事態対策本部各班が役割に応じた以下の活動を実施した。 

 発電所との連携訓練（浜岡原子力発電所からの情報に基づくプラント状況把握，情報共

有） 

 ERCプラント班との情報共有訓練（統合原子力防災ネットワークの接続及び ERCへの

プラント情報等の伝達，ERCへの対策要員派遣） 

 OFCとの情報連携訓練 

 

イ．通報訓練 

発電所からの通報を受けて，中部経済産業局，中部近畿産業保安監督部を想定した社内

模擬者への通報連絡を実施した。 
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ウ．その他必要と認める訓練 

①原子力事業所災害対策支援拠点対応訓練 

拠点設営の初動対応として，通信設備の設置，本店との通信確認，放射線モニタリン

グ等を実施した。 

②プレスルーム設営・運営訓練 

プレスルームを設営し，記者（模擬者）への会見を行った。また，ERC広報班にリ

エゾンを派遣し連携を図った。 

③原子力事業者間の連携訓練 

原子力事業者間の支援協定に基づく他の原子力事業者への支援要請及び原子力緊急

事態支援組織への資機材輸送要請は，全て模擬者を立てて実施した。 

 

 

6．訓練の評価 

（1）浜岡原子力発電所 

発電所における評価の視点（訓練のねらい）を訓練項目毎に設定し，評価を実施した。

それに加えて，これまでの訓練からの改善事項の有効性の検証を実施した。 

ア．訓練項目毎の評価の視点（訓練のねらい）と評価結果 

（ア）重大事故等対応訓練 

a．評価の視点（訓練のねらい） 

発電所緊急事態対策本部が，その役割を認識し，事故収束へ向けた対応を実施できる

ことを，以下の視点に着目して評価を行う。 

①情報収集・整理，事故状況判断に係るねらい 

プラント状況の変化（止める，冷やす，閉じ込める機能）の把握に必要な情報を

入手し，その情報をもとに的確な緊急時活動レベル（以下，「EAL」という。）判断・

指示を行い，有効な対策を検討することができるか。 

②情報連絡に係るねらい 

現場も含めた発電所内並びに本店や ERC等の発電所外とのタイムリーな情報共

有及び連携ができているか。 

③体制構築に係るねらい 

火災，機器故障等の緊急性の高いタスクのための現場への出動判断及び現場出動

がタイムリーに実施できるか。 

 

b．評価結果 

①情報収集・整理，事故状況判断に係る結果 

a.①のねらいのうち「プラント状況の変化の把握に必要な情報を入手できている

か」について検証を行った結果，中央制御室からの連絡，SPDSの確認等によりプ

ラントの状況把握に必要な情報を概ね入手できていたため，ねらい通りの対応がで

きることを確認した。一方，緊対本部内の本部席と情報戦略班の間で，可搬型注水

設備、可搬型代替熱交、可搬式動力ポンプの展開完了見込み時間の認識に相違があ

ったことが抽出された。（表 1ア．（ア）①参照） 
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a.①のねらいのうち「的確な EALの判断・指示を行い，有効な対策を検討できる

か」について検証を行った結果，全ての EAL判断について的確な判断と通報を行う

とともに，浜岡 5号機の指令課長（模擬者）からの誤った EAL判断の具申につい

ても，本部として正確な判断を行っていたこと，及び様々なプラント事象に対し，

緊対本部として有効な対策を検討し実行することができていたため，ねらい通りの

対応ができることを確認した。 

②情報連絡に係る結果 

a.②のねらいについて検証を行った結果，コンタクトパーソンによる本店本部と

の連携，緊急時情報共有化システム（以下，「WebEOC浜岡」という。），COP(Common 

Operational Picture)等を用いた本店やOFC派遣者等との情報共有が図られていた

ため，ねらい通りの対応ができることを確認した。また，COPの内，概略系統図（プ

ラント状態を集約・把握するためのもの。以下，「COP1」という。），対応検討シー

ト（プラント対応戦略をまとめたもの。以下，「COP3」という。）を用いた情報共

有は適宜行われたが，設備状況シート（注水，除熱，電源等，各設備の使用可能状

況を一覧にしたもの。以下，「COP2」という。）が十分に活用されなかった点を抽

出した。（表 1ア．（ア）②参照） 

③体制構築に係る結果 

a.③のねらいについて検証を行った結果，緊急性の高いタスクのための現場出動

に際し，本部長指示のもと，現場の線量や作業規模・優先度を踏まえた検討を各機

能班が連携して行い，必要な力量を持つ要員をタスクに応じて選定するとともに，

タイムリーに現場への要員派遣の実施を行っていた。また，原子力災害，火災の発

生状況を鑑み，現場の線量状況や立ち入り制限等の安全上必要な現場指示を行うこ

とができていた。 

以上の結果から，体制構築についてはねらい通りの対応ができることを確認した。 

 

c．原因分析（課題の抽出） 

①情報収集・整理，事故状況判断に係る原因分析 

緊対本部内の本部席と情報戦略班の間で可搬型注水設備，可搬型代替熱交，可搬

式動力ポンプの展開完了見込み時間の認識に相違があった点については，各可搬型

設備の展開状況について進捗管理するツールがなく，口頭による確認が主となって

いたことが原因と整理した。（表 1ア．（ア）①参照） 

②情報連絡に係る原因分析 

COP2が十分に活用されなかった点について，COP2では設備の使用状況を把握

できるものの，故障機器の内，復旧が可能な機器の復旧見込みを把握できる仕様に

はなっておらず，設備状況の全体を捉えるためには十分でなかったことから，プレ

ーヤーの利用頻度が減り，情報連絡の手段として活用できなかったと整理した。（表

1ア．（ア）②参照） 
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（イ）通報訓練 

a．評価の視点（訓練のねらい） 

正しい情報を，時間制約がある通報先へ確実に時間内に通報を行うことができるか。 

 

b．評価結果 

a.のねらいについて検証を行った結果，全ての第 10条通報について，EAL判断後，

設定した時間内に通報を実施できたため，ねらい通りの対応ができることを確認した。 

一方，本来，ERCへ実際に Faxの着信確認を行うべきところ，誤って設定した ERC

模擬者（社内）へ着信確認を実施していた。 

また，浜岡 4号機の警戒事態該当事象連絡の第 1報について，ERCへの Fax送信が

一時的な通信エラーによりできていなかった。着信確認により Fax未達を認知し，Fax

を再送する手順であったが，ERC模擬者（社内）へ着信確認を実施していたことから，

Fax未達を認知できず当該連絡様式の発電所からの Fax再送には至らなかった。なお，

当該連絡様式は，当社 ERCリエゾンが ERCへ到着後，WebEOC浜岡へ投稿したものを

印刷し，ERC内に配布する形でフォローを行った。 

さらに，午前中最後に作成した第 25条報告について，作成完了が訓練中断時間の間際

であったことから Fax送信を実施しなかった。その後の訓練再開時に訓練統制側が午前

中最後に作成した通報連絡の要否を指示しなかったため、通報が行われないままとなっ

た。（表 1ア．（イ）参照） 

 

c．原因分析（課題の抽出） 

誤って設定した ERC模擬者（社内）へ Faxの着信確認を実施していたことについて

は，訓練統制側で訓練準備段階における内部コミュニケーションのエラーがあり，本来

不要である模擬者を設定したため，プレーヤーには模擬者へ連絡を入れるような誤った

情報が伝わっていたことが原因と整理した。 

また，浜岡 4号機の警戒事態該当事象連絡の第 1報を ERCへ Fax送信していなかっ

た点については，ERC模擬者（社内）へ着信確認を実施していたため，Fax未達を認知

できなかったことが主原因であるが，これに加え，本店 ERC対応 Gにて，ERCプラン

ト班とのテレビ会議を通じて，Fax未達状況のフォローが行われておらず，後述の本店

側の課題として整理する。 

さらに，第 25条報告の Fax送信を実施しなかったことについては，訓練中断前後の

通報における訓練のルールが曖昧であったとともに，訓練統制側が通報の実績を把握で

きていなかったことが原因と整理した。（表 1ア．（イ）参照） 

 

（ウ）退避誘導訓練 

a．評価の視点（訓練のねらい） 

発電所構内の一時退避先の状況を速やかに把握し，緊急事態対策本部が指定する退避

先までの誘導方法の検討を行うことができるか。 
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b．評価結果 

a.のねらいについて検証を行った結果，原災法第 10条事象及び同法第 15条事象発生

時に，発災状況を踏まえ予め指定された退避先への現場からの退避指令を本部から適宜

指示できること，及び一斉放送による退避誘導を行うことができることを確認した。 

 

（エ）原子力災害医療訓練 

a．評価の視点（訓練のねらい） 

管理区域内で発生したけが人の汚染状況を把握し，適切な処置を実施して，医療機関

へ搬送を行うことができるか。 

b．評価結果 

a.のねらいについて検証を行った結果，管理区域内で発生したけが人について，サー

ベイメータを用いた汚染の確認及び除染が実施できたこと，防護措置を講じたうえで非

管理区域への退域バイパス等の一連の対応が実施できたことから，ねらい通りの対応を

行うことができることを確認した。 

 

イ．これまでの訓練からの改善事項の有効性の検証 

以下の重大事故等対応における改善事項の有効性について確認した。 

（ア）改善事項の内容 

①EALの誤判断防止に係る改善 

2017年 12月に実施した緊急時演習（総合訓練）では，EAL判断用ツールに新規制

基準適合炉用と旧基準炉用が混在する記載となっており，誤解を招きやすい構成であっ

たことから，EAL判断用ツールを新規制基準体号炉用と旧基準炉用に分割した。 

また，新 EALの適用（新規制基準適合炉，旧基準炉）に係る要員への教育及び習熟

度が不足していたことから，新 EALの適用（新規制基準適合炉，旧基準炉）を重点と

して加えた教育資料を用いて再教育を実施し，要員の習熟度の向上を図った。 

②COPを用いた情報共有に係る改善 

2017年 12月に実施した緊急時演習（総合訓練）では，情報共有ツールとして，COP

の使い勝手が良くなかった。また，発電所における COPの運用方法が確立されていな

かったことから，COPを使用した情報共有ができていなかった。このため，COPをよ

り使い勝手が良い形に改善し，発電所内における情報共有ツールとしての即応性，正確

性の向上を図った。また，発電所外へ情報共有，予測や戦略等の伝達をタイムリーに実

施するため，WebEOC浜岡を用いた COPの共有方法を確立する改善を行った。 

③通報文の記載誤りの防止に係る改善 

2017年 12月に実施した緊急時演習（総合訓練）では，通報文作成に係る要員（作成

者，チェック者）の新しい通報様式への習熟が不十分であった。また，中央制御室から

の情報の共有方法について，口頭に頼る部分があったことにより情報の誤伝達が発生し，

通報文作成者及びチェック者が正しい情報により通報文の作成及びチェックができな

かった。このため，通報文を作成する要員に対し，通報対応における教育・訓練を実施

し，要員の習熟の向上を図り，誤記を発生させないよう対策を行うとともに，通報文作

成者及びチェック者に正確な情報が入るように，中央制御室からの情報収集方法につい
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て，WebEOC浜岡を活用し口頭での情報共有に頼らない運用に改善を行なった。 

④EAL取り下げ対応に係る改善 

2017年 12月に実施した緊急時演習（総合訓練）では，EAL・体制の取り下げに係る

ルールが明確でなかったことにより，取り下げを判断した際に発電所と本店が協議を行

わないまま ERCに通報を行い混乱した。このため，取り下げ時には発電所と本店で協

議を実施した上で，ERCと本店が取り下げに係る協議を行うことについて，社内で周

知を図った。 

 

（イ）評価の視点（訓練のねらい）と評価結果 

a．評価の視点（訓練のねらい） 

前項（ア）に示す改善事項の有効性について確認する。 

 

b．評価結果 

①EALの誤判断防止に係る改善 

本訓練では，EAL誤判断が発生していないことから，新 EALの適用（新規制基準適

合炉，旧基準炉）を重点として加えた教育資料を用いた再教育による要員の習熟度の向

上効果，及び EAL判断用ツールの改善（新規制基準適合炉，旧基準炉の分割）の効果

があったものと評価した。 

②COPを用いた情報共有に係る改善 

COPをより使い勝手が良い形に改善し，情報共有，予測や戦略等の伝達を的確に実

施するため，WebEOC浜岡を用いた COPの共有方法を確立したことで，COPを用い

た情報共有方法が確立できていることを確認した。 

③通報文の記載誤りの防止に係る改善 

本訓練では，通報文の誤記が発生していないことから，通報文を作成する要員に対す

る教育訓練による習熟度の向上効果，及び WebEOC浜岡を活用した情報誤伝達の防止

策による通報作成者及びチェック者による通報文作成精度の向上効果があったものと

評価した。 

④EAL取り下げ対応に係る改善 

訓練時系列上，EALの取り下げ判断を行ったのが訓練終了間際となったため，ERC

への協議までは実施できなかったが，EAL取り下げ判断を行った際の発電所と本店で

の協議が実施できることを社内で確認した。これにより，EAL取下げに係る改善事項

である本店事前協議の仕組みを確立することができたと評価した。 
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表 1 浜岡原子力発電所訓練に対する課題のまとめ 

項 目 評価結果 原因（課題） 

ア
．
訓
練
項
目
毎
の
評
価 

（
ア
）
重
大
事
故
等
対
応
訓
練 

①情報収集・整理， 

事故状況判断 

・可搬型注水設備，可搬型代替

熱交，可搬式動力ポンプの展

開完了見込み時間について，

緊対本部内の本部席と情報戦

略班の間に認識の相違があっ

た。 

・各可搬型設備の展開状況につ

いて進捗管理するツールがな

く口頭による確認が主となっ

ていたことで，聞き間違いや

認識の相違が発生した。 

②情報連絡 ・COPの内，COP1，COP3を

用いた情報共有は適宜行われ

たが，COP2が十分に活用さ

れなかった。 

・COP2では設備の使用状況を

把握できるものの，故障機器

の内，復旧が可能な機器の復

旧見込みを把握できる仕様に
はなっておらず，設備状況の

全体を捉えるためには十分で

なかったことから，プレーヤ

ーの利用頻度が減り，情報連

絡の手段として活用できなか

った。 

③体制構築 ― ― 

（イ）通報訓練 ・ERCへ実際に Fax の着信確

認を行うべきところ，誤って

設定した ERC模擬者（社内）

へ着信確認を実施していた。 

 

・警戒事態該当事象連絡の第 1

報について，ERC への Fax

送信が一時的な通信エラーに

よりできていなかった。着信

確認により Fax 未達を認知

し，Faxを再送する手順であ

ったが，ERC模擬者（社内）

へ着信確認を実施していたこ

とから，Fax未達を認知でき
ず当該連絡様式の発電所から

の Fax 再送には至らなかっ

た。 

 

・午前中最後に作成した第 25

条報告について，作成完了が

訓練中断時間の間際であった

ことから Fax 送信を実施し

なかった。その後の訓練再開
時に訓練統制側が午前中最後

に作成した通報連絡の要否を

指示しなかったため、通報が

行われないままとなった。 

・訓練統制側で訓練準備段階に

おける内部コミュニケーショ

ンのエラーがあり，本来不要

である模擬者を設定したた

め，プレーヤーには模擬者へ
連絡を入れるような誤った情

報が伝わっていた。 

 

・訓練中断前後の通報における

訓練のルールが曖昧であった

とともに，訓練統制側が通報

の実績を把握できていなかっ

た。 

（ウ）退避誘導訓練 ― ― 

（エ）原子力災害医療訓練 ― ― 

イ．これまでの訓練からの 

改善事項 
― ― 
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（2）本店 

本店における評価の視点（訓練のねらい）を訓練項目毎に設定し，評価を実施した。 

それに加えて，これまでの訓練からの改善事項の有効性の検証を実施した。 

 

ア．訓練項目毎の評価の視点（訓練のねらい）と評価結果 

（ア）重大事故等対応訓練 

a．評価の視点（訓練のねらい） 

発電所，ERCプラント班及びオフサイトセンターとの情報連絡について，確実な対

応が実施できているか。また，COPを用いた予測や戦略等の説明が実施できているか。 

 

b．評価結果 

a.のねらいのうち「情報連絡について，確実な対応が実施できているか」について

検証を行った結果，発電所と本店，本店とオフサイトセンター派遣者の情報連絡につ

いては，コンタクトパーソンによるテレビ会議での連携，WebEOC浜岡によるプラン

ト時系列の整理及び通報文や COPの投稿が迅速かつタイムリーに行われ，確実な対

応ができていたと評価した。一方，本店と ERCプラント班との情報連絡に関しては，

本店ブリーフィングを ERCへ中継したが，中継の頻度が多く，ERCプラント班と本

店 ERC対応 Gの会話が中断されることが多かった点を改善が必要な事項として抽出

した。（表 2ア．（ア）参照） 

a.のねらいのうち「COPを用いた予測や戦略等の説明が実施できているか」につい

て検証を行った結果，発電所において COP1，2，3が 30分毎に更新され，WebEOC

浜岡により ERCプラント班まで一気通貫した COPの共有が実施でき，本店 ERC対

応GからERCプラント班へCOP1や COP3を用いた予測や戦略等の説明を行うこと

がある程度できたと評価した。一方，COP1や COP3に比べ COP2を説明に用いるこ

とができず，非常用炉心冷却装置の設備状況や可搬型設備の準備状況等の全体像につ

いての説明が十分にできなかった点を改善が必要な事項として抽出した。（表 2ア．（ア）

参照） 

 

c．原因分析（課題の抽出） 

本店ブリーフィングの中継により，ERCプラント班と本店 ERC対応 Gの会話が中

断されることが多かった点については，今回の訓練では，定時・状況変化時のブリー

フィングに加え，本店本部内の質疑応答にもブリーフィングスタイルで対応しており，

ERC対応 Gでは，本店本部内の質疑は，ERCでも同様な疑問が生じると考え，本店

本部内の質疑応答を含め，全ての本店ブリーフィングを ERCへ中継したことが原因と

なり，会話の中断頻度が多くなったものである。（表 2ア．（ア）参照） 

COP2を用いて設備の全体像を説明できなかった点については，当社は，COP1で

設備の状態を，COP2で設備の復旧や準備の状況を，COP3で事象の見通しや対策の

優先順位をそれぞれ整理している。今回の訓練では，COP2の記載と COP1，3の記

載に情報量の差がなく，ERC対応 Gでは，COP2を説明に使用していなかった。 

ここで，COP2と COP1，3で情報量に差がなかったことに対する課題整理は，COP
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を作成する発電所側となるため，表 1ア．（ア）②のとおりである。 

ERC対応 Gが，COP2の情報を補てんし，ERCプラント班へ設備の復旧や準備の

状況の全体像を説明できなかった原因は，本店でそれらの情報入手に手間取ったため

であり，これは，発電所と本店間の情報の流れに問題があったために生じたものであ

る。 

具体的には，本店では，復旧支援 Gが情報収集にあたったが，発電所側のカウンタ

ーパートであり，設備の状況を把握・管理している復旧班は，復旧支援 Gからの問い

に対し，情報統制を優先したため直接回答を避け，発電所情報戦略班へ伝達し，発電

所情報戦略班から本店技術支援 Gへ回答するように動いた。復旧班と復旧支援 Gの

間で双方向コミュニケーションが図られていなかったために，復旧支援 Gは回答を技

術支援 Gから聞く形となり，情報の収集に手間取った結果，ERC対応 Gへの情報共

有が遅れたものである。（表 2ア．（ア）参照） 

 

（イ）通報訓練 

a．評価の視点（訓練のねらい） 

中部経済産業局（模擬者），中部近畿産業保安監督部（模擬者）に実通報連絡を適

切なタイミングで確実に実施できるか。 

 

b．評価結果 

発電所からの通報連絡を受信した後，中部経済産業局等への通報連絡が適切なタイ

ミングで確実に実施できることを確認した。 

一方，浜岡 4号機の警戒事態該当事象連絡の第 1報について，発電所から ERCへ

の Fax送信が一時的な通信エラーによりできていなかったが，発電所では ERC模擬

者（社内）へ Faxの着信確認を実施していたため，Fax未達を認知していなかった。

その際，ERC対応 Gと ERCプラント班とのテレビ会議において，Fax着信状況の確

認を行っておらず，当社 ERCリエゾンが ERCへ到着後にフォローするまで，当該連

絡様式の ERCへの送信が遅れた。 

 

c．原因分析（課題の抽出） 

ERCへの警戒事態該当事象連絡の第 1報の送信が遅れた件について，Faxの着信

確認に関する発電所側の課題整理は，表 1ア．（イ）のとおりである。 

ERC対応Gが，テレビ会議で Fax着信状況の確認を行っていなかった原因は，ERC

対応 Gにて，ERCの Fax着信確認の役割を明確にしていなかったこと，また，当該

事象の説明に際し，ERCの Fax受信を待たずに口頭で説明を開始したこと，さらに，

後発の警戒事態該当事象がすぐに発生したため，当該事象の Fax着信の確認を失念し

たことで，対応が曖昧になってしまったものである。 

 

 

 

（ウ）その他必要と認める訓練 
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a．評価の視点（訓練のねらい） 

原子力事業所災害対策支援拠点の初動対応及びプレスルーム設営・運営対応につい

て，確実な対応が実施できるか。 

 

b．評価結果 

①原子力事業者災害対策支援拠点対応訓練 

拠点設営の初動対応として，候補地点の 1つである当社磐田営業所において，派遣

要員によって，通信設備の設置，本店との通信確認，放射線モニタリング等を実施し，

プラント状況や周辺地域の状況について本店本部との情報共有を図りながら，拠点運

営の初動が確実に実施できることを確認した。なお，原子力事業所災害対策支援拠点

の初動以降の運用については，別途要素訓練として実施している。 

②プレスルーム設営・運営訓練 

今回の訓練では，プレスルームを開設し，原災法第 15条事象発生に係る模擬記者

会見を行った。この中で，全面緊急事態の判断やオフサイト関連の質問等の応対にお

いて，当社姿勢や対応に対する厳しい質問への受け答えを通じ，本部と会見場の情報

共有が確実に実施できることを確認した。 

 

イ．これまでの訓練からの改善事項の有効性の検証 

以下の重大事故等対応における改善事項の有効性について確認する。 

（ア）改善事項の内容 

①COPを用いた情報共有に係る改善（本項(1)イ．（ア）②と同じ。） 

2017年 12月に実施した緊急時演習（総合訓練）では，情報共有ツールとして，COP

の使い勝手が良くなかった。また，発電所における COPの運用方法が確立されていな

かったことから，COPを使用した情報共有ができていなかった。このため，COPをよ

り使い勝手が良い形に改善し，発電所内における情報共有ツールとしての即応性，正確

性の向上を図った。また，発電所外へ情報共有，予測や戦略等の伝達をタイムリーに実

施するため，WebEOC浜岡を用いた COPの共有方法を確立する改善を行った。 

②EAL取り下げ対応に係る改善（本項(1)イ．（ア）④と同じ。） 

2017年 12月に実施した緊急時演習（総合訓練）では，EAL・体制の取り下げに係る

ルールが明確でなかったことにより，取り下げを判断した際に発電所と本店が協議を行

わないまま ERCに通報を行い混乱した。このため，取り下げ時には発電所と本店で協

議を実施した上で，ERCと本店が取り下げに係る協議を行うことについて，社内で周

知を図った。 

 

（イ）評価の視点（訓練のねらい）と評価結果 

a．評価の視点（訓練のねらい） 

前項（ア）に示す改善事項の有効性について確認する。 

 

b．評価結果 

①COPを用いた情報共有に係る改善 
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発電所において，COPを使い勝手が良い形に改善した。また，今回の訓練では，COP1，

2，3を一体で 30分毎に更新し，WebEOC浜岡により ERCプラント班まで一気通貫し

た COPの共有を行うことができた。これにより，本店 ERC対応 Gから ERCプラン

ト班へ COP1や COP3を用いた予測や戦略等の説明を行うことがある程度できたと評

価した。 

②EAL取り下げ対応に係る改善 

EAL取り下げ時には，取り下げ判断後に本店と発電所で協議を実施した上で ERCと

本店が協議する運用を定め，全体周知を図った。 

今回の訓練では，EALの取り下げ判断を行ったタイミングが訓練終了間際であった

ため，ERCへの協議までは実施できなかったが，EAL取り下げ判断を行った際に本店

と発電所で協議を実施し，運用どおりの対応ができることを社内で確認した。 
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表 2 本店対策本部訓練に対する課題のまとめ 

項 目 評価結果 原因（課題） 

ア
．
訓
練
項
目
毎
の
評
価 

（ア）重大事故等 

対応訓練 

・本店と ERCプラント班

との情報連絡に関して，
本店ブリーフィングを

ERCへ中継したが，中継

の頻度が多く，ERCプラ

ント班と本店 ERC対応

Gの会話が中断されるこ

とが多かった。 

 

・COPを用いた予測や戦

略等の説明に関して，
COP1や COP3に比べ

COP2を説明に用いるこ

とができず，非常用炉心

冷却装置の設備状況や可

搬型設備の準備状況等の

全体像についての説明が

十分にできなかった。 

・今回の訓練では，定時・状況変化時の

ブリーフィングに加え，本店本部内の
質疑応答にもブリーフィングスタイル

で対応しており，本店本部内の質疑は，

ERCでも同様な疑問が生じると考え，

全ての本店ブリーフィングを ERCへ

中継したことが原因となり，会話の中

断頻度が多くなった。 

 

・COP2の記載と COP1，3の記載に情

報量の差がなく，ERC対応 Gでは，
COP2を説明に使用していなかった。 

ERC対応 Gが，COP2の情報を補てん

し，ERCプラント班へ設備の復旧や準

備の状況の全体像を説明できなかった

原因は，本店でそれらの情報入手に手

間取ったためであり，これは，発電所

と本店間の情報の流れに問題があった

ために生じたものである。 

具体的には，本店では，復旧支援 Gが
情報収集にあたったが，発電所側のカ

ウンターパートであり，設備の状況を

把握・管理している復旧班は，復旧支

援 Gからの問いに対し，情報統制を優

先したため直接回答を避け，発電所情

報戦略班へ伝達し，発電所情報戦略班

から本店技術支援 Gへ回答するように

動いた。復旧班と復旧支援 Gの間で双

方向コミュニケーションが図られてい
なかったために，復旧支援 Gは回答を

技術支援 Gから聞く形となり，情報の

収集に手間取った結果，ERC対応 Gへ

の情報共有が遅れたものである。 
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項 目 評価結果 原因（課題） 

（イ）通報訓練 ・警戒事態該当事象連絡の

第 1報について，発電所
から ERCへの Fax 送信

が一時的な通信エラーに

よりできていなかった

が，発電所では ERC 模

擬者（社内）へ Faxの着

信確認を実施していたた

め，Fax 未達を認知して

いなかった。その際，

ERC対応GとERCプラ
ント班とのテレビ会議に

おいて，Fax 着信状況の

確認を行っておらず，当

社 ERCリエゾンが ERC

へ到着後にフォローする

まで，当該連絡様式の

ERCへの送信が遅れた。 

 

・ERC対応 Gが，テレビ会議で Fax 着

信状況の確認を行っていなかった原因
は，ERC対応 Gにて，ERCの Fax着

信確認の役割を明確にしていなかった

こと，また，当該事象の説明に際し，

ERC の Fax 受信を待たずに口頭で説

明を開始したこと，さらに，後発の警

戒事態該当事象がすぐに発生したた

め，当該事象の Fax着信の確認を失念

したことで，対応が曖昧になってしま

ったものである。 

（
ウ
）
そ
の
他
必
要 

と
認
め
る
訓
練 

①原子力事業者 

 災害対策支援 

拠点対応訓練 

― ― 

②プレスルーム 

 設営・運営 

訓練 

― ― 

イ
．
こ
れ
ま
で
の 

訓
練
か
ら
の 

改
善
事
項 

①COPを用いた 

情報共有に係る 

改善 

― ― 

②EAL取り下げ 

対応に係る改善 ― ― 
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7．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

今回の訓練評価結果から見出した主な改善事項は，以下のとおりである。 

 

表 3 抽出した課題に対する主な改善事項 

No 課 題 改善内容 

1 

・各可搬型設備の展開状況について進捗管理す
るツールがなく口頭による確認が主となって

いたことで，聞き間違いや認識の相違が発生

した。 

（表 1ア．（ア）①） 

・COPの内，COP2について，可搬型設備
の展開完了見込み時間を含めた可搬型設

備全体の使用状況を把握できる様式に変

更する。 

 

・COP2について， COP1，3だけでは把

握できない情報（設備全体の状況と復旧

見込み）を網羅できる様式に変更する。

また，COP2の作成に必要な復旧班から

の情報を確実に反映できる運用とする。 

 2 

・COP2では設備の使用状況を把握できるもの

の，復旧見込みを把握できる様式にはなって

おらず，復旧が可能な機器の復旧見込みを把

握できる仕様にはなっておらず，設備状況の
全体を捉えるためには十分でなかったことか

ら，プレーヤーの利用頻度が減り，情報連絡

の手段として活用できなかった。 

（表 1ア．（ア）②） 

3 

訓練運営上の課題として、以下を抽出した。 

・訓練統制側で訓練準備段階における内部コミ

ュニケーションのエラーがあり，本来不要で

ある模擬者を設定したため，プレーヤーには

模擬者へ連絡を入れるような誤った情報が伝

わっていた。 

（表１ア．（イ）） 

 

・訓練中断前後の通報における訓練のルールが

曖昧であったとともに，訓練統制側が通報の

実績を把握できていなかった。 

（表１ア．（イ）） 

 

・訓練の事前準備において、各機能班に一

任していた通報連絡先の確認を訓練取り

纏め部署がダブルチェックすることで，

実通報先の事前確認を徹底する。 

 

 

 

・訓練を中断した場合における，通報に係

る訓練ルールを明確にし，通報を行うこ

との重要性を訓練参加者に意識させる。 

 

・訓練を中断した場合において，前後の統

制者により通報実施状況を把握する運用

とする。 

4 

・ERC対応 Gが，テレビ会議で Fax着信状況
の確認を行っていなかった原因は，ERC対応

G にて，ERC の Fax 着信確認の役割を明確

にしていなかったこと，また，当該事象の説

明に際し，ERCの Fax受信を待たずに口頭で

説明を開始したこと，さらに，後発の警戒事

態該当事象がすぐに発生したため，当該事象

の Fax着信の確認を失念したことで，対応が

曖昧になってしまった。 

（表 2ア．（イ）） 

・ERC対応 Gから ERCプラント班への状
況説明時には，通報様式や連絡様式を用

いて説明を行うことを徹底し，発電所で

の Fax着信確認のバックアップとして，

ERC の Fax 着信を確認することを役割

として明確にする。 

 

・ERC対応 Gにて，ERCの Fax着信をチ

ェックするシートを定め，シート管理す

ることで，対応の見える化を図る。 
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No 課 題 改善内容 

5 

・今回の訓練では，定時・状況変化時のブリー
フィングに加え，本店本部内の質疑応答にも

ブリーフィングスタイルで対応しており，本

店本部内の質疑は，ERCでも同様な疑問が生

じると考え，全ての本店ブリーフィングを

ERCへ中継したことが原因となり，会話の中

断頻度が多くなった。 

（表 2ア．（ア）） 

・ERCプラント班と ERC対応 Gの情報共
有を基本とし，本店ブリーフィングの中

継は，迅速でタイムリーな情報共有を目

的に行う。 

 

・ERCへ中継する本店ブリーフィングを，

定時・状況変化時のブリーフィングとし，

質疑応答のようなものは，ERCへ中継の

要否を確認するように運用を変更する。 

また，定時・状況変化時のブリーフィン
グについても，開始前に ERCへ予告する

よう心掛け，ERCプラント班と ERC対

応Gの会話が突然遮断されることがない

よう運用を変更する。 

6 

・COP2の記載と COP1，3の記載に情報量の

差がなく，ERC対応 Gでは，COP2を説明

に使用していなかった。 

ERC対応 Gが，COP2の情報を補てんし，

ERCプラント班へ設備の復旧や準備の状況

の全体像を説明できなかった原因は，本店で

それらの情報入手に手間取ったためであり，

これは，発電所と本店間の情報の流れに問題

があったために生じたものである。 

具体的には，本店では，復旧支援 Gが情報収

集にあたったが，発電所側のカウンターパー

トであり，設備の状況を把握・管理している

復旧班は，復旧支援 Gからの問いに対し，情

報統制を優先したため直接回答を避け，発電

所情報戦略班へ伝達し，発電所情報戦略班か

ら本店技術支援 Gへ回答するように動いた。

復旧班と復旧支援Gの間で双方向コミュニケ

ーションが図られていなかったために，復旧
支援 Gは回答を技術支援 Gから聞く形とな

り，情報の収集に手間取った結果，ERC対応

Gへの情報共有が遅れたものである。 

（表 2ア．（ア）） 

・No1，2に示す COP2の作成に係る改善

と併せて，発電所復旧班と本店復旧支援

Gのカウンターパート同志が，常に設備

の復旧や準備の状況について情報共有を

図る運用へと変更し，発電所からの COP

の共有と並行して，本店内で設備の復旧

状況等が共有され，状況の変化にも迅速

かつタイムリーに対応できるようにす

る。 

 

・なお，COPを用いた説明においては，単

に COPの内容を説明するだけでなく，

COPを活用した事故収束のための戦略

等の説明を行うとともに，相手に伝わる

伝え方を心掛け，ERCプラント班との連

携の向上が図られるように取り組んでい

く。 
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8．訓練目的の達成状況 

今回の訓練目的（重大事故等が発生した状況下における発電所の原子力防災組織及び本

店緊急事態対策組織の対応能力の総合的な強化を図ること並びに更なる改善点の抽出を

行うこと）については，以下のように概ね良好な結果が確認できたこと及び一部の訓練目

的においては更なる改善点の抽出を行うことができたことから，ある程度達成できたと考

える。 

○発電所緊急事態対策本部では，総合訓練で検証することとしている 4つの機能について，

その役割を認識し，事故収束へ向けた対応が実施できることを確認できた。 

また，情報収集・整理機能，情報連絡機能については，対応能力の強化を図るための更

なる改善点を抽出した。 

○通報訓練，避難誘導訓練，原子力災害医療訓練については，各訓練の対応について良好

な結果を確認できた。 

○本店緊急事態対策本部では，発電所からの情報に基づくプラント状況把握，情報共有に

より発電所との連携を確認できた。 

また，原子力事業所災害対策支援拠点や OFCへ派遣した要員との連携により，発電所

の支援，被災者支援活動，実施できることを確認できた。 

○ERCとの連携については，本店ブリーフィングの中継や COPによる一気通貫した情報

共有により連携の向上が図られていることを確認できた。 

また，Faxの着信確認，ブリーフィングの中継，COPを用いた説明については、対応

能力の強化を図るための更なる改善点を抽出した。 

○これまでの訓練から改善を図った事項について，今回の訓練で改善事項が機能し，概ね

その有効性を確認できた。 

また，COPを用いた説明については，対応能力の強化を図るための更なる改善点を抽

出した。 

 

9．総括 

今回の訓練目的は，訓練を通してある程度達成できた。また，より踏み込んだ課題を抽

出できたものがあった。 

また，訓練を統制するコントローラの対応においても、訓練をより向上するための課題

を抽出した。 

今後，これらの取組みについては改善していく。また，改善事項が抽出されなかった訓

練においても，良好事例を維持できるように，今後も継続的に訓練を実施し，さらなる改

善を図っていく。 

 

10．参考 

2017年 12月に実施した防災訓練（前回報告対象の訓練）にて抽出した改善事項の対応

状況を参考資料 1に示す。 

 

 

以 上 



 
2018年 1月～2018年 3月に実施した要素訓練等の実績 

 

添付資料 2 

 

１．訓練の目的 

要素訓練は，各手順に対する対応の習熟を目的として実施している。 

 

２．評価内容 

 要素訓練の評価は，訓練目的の達成有無について行っている。 

報告対象期間中に実施した要素訓練で抽出した改善事項を３．にまとめる。 

 

３．訓練実績と今後の原子力災害対策に向けた改善点 

（１）通報訓練 

訓練項目 内容 対象者 実施回数 参加人数 結果 今後の原子力災害対策に向けた改善点 

通報訓練 
通報に使用する通信資機材等の習熟
を目的とした訓練 

地域広報
班 

１回 

（３月） 
計１２人 達成 

特記事項なし。 

今後も習熟を図るため継続的に実施す
る。 

 

（２）避難誘導訓練 

訓練項目 内容 対象者 実施回数 参加人数 結果 今後の原子力災害対策に向けた改善点 

退避誘導
現場訓練 

退避誘導に係る初動対応活動内容の
確認訓練 

安否確認
救護班 

１回 

（３月） 
計１２人 達成 

特記事項なし。 

今後も習熟を図るため継続的に実施す
る。 

  

 

 



 

 

（３）原子力災害医療訓練 

訓練項目 内容 対象者 実施回数 参加人数 結果 今後の原子力災害対策に向けた改善点 

原子力災
害医療訓
練 

原子力災害医療に係る初動対応活動
内容の確認訓練 

安否確認
救護班 

１回 

（３月） 
計２６人 達成 

特記事項なし。 

今後も習熟を図るため継続的に実施す
る。 

 

（４）モニタリング訓練 

訓練項目 内容 対象者 実施回数 参加人数 結果 今後の原子力災害対策に向けた改善点 

環境モニ
タリング
訓練 

1.マルチコプタ―操作訓練 

（放射線量率測定および放射性物質
の濃度測定作業） 

2.サーベイメータの取扱い 

3.モニタリングカーの取扱い 

4.モニタリングポスト指示確認 

5.気象観測設備取扱い 

6.可搬型モニタリングポスト取扱い 

7.ダストサンプラの取扱い 

8.モニタリングポストバックグラウ
ンド低減対応 

9.土壌中・水中の放射性物質濃度測定 

10.新緊対所屋上へのアンテナ設置 

放射線管
理班 

計１３回 

（１月～ 

３月） 

計５６人 達成 

①マルチコプタ―操作訓練において，防
護具類を着用しての訓練を新たに実施
した。綿手・ゴム手着用により，素手
による操作性の違い，全面マスク着用
により視認性の低下が確認された。今
後，積極的に防護具を着用した訓練を
行うことで，操作性のスキル向上を図
る。視認性に関しても着用訓練で向上
を図ると共に，声かけ等によるコミュ
ニケーションの実施により改善を図
る。 

 

②一部の手順書において，記載内容が不
明確で操作に迷う（主に経験が浅い者）
箇所が確認された。今後，手順書につ
いて再確認を行い，必要な変更を実施
したうえで，今後の訓練で検証・改善
を行う。 



 

 

（５）その他必要と認める訓練 

訓練項目 内容 対象者 実施回数 参加人数 結果 今後の原子力災害対策に向けた改善点 

重大事故
等対処設
備取扱い
に係る現
場訓練 

1.電源車設置訓練（交流電源車） 

2.窒素ガス供給設備設置訓練 

3.放水設備設置訓練 

（大容量送水ポンプ，ホース敷設，放
水砲） 

4.燃料プール給水訓練 

（燃料プールスプレイ用ポンプ，ホー
ス敷設） 

5.シルトフェンス設置訓練 

6.燃料供給訓練 

（可搬型設備燃料補給装置，燃料補給
装置給油訓練） 

7.ホースブリッジ設置訓練 

復旧班 

計２４回 

（１月～ 

３月） 

計４０１人 達成 

①現場作業における共通的な改善点と
して，車両の誘導手段について，従来
の手信号・無線による合図に加え，笛
による合図を導入することで，伝達手
段の拡充を図った。 

（一部訓練で導入済み） 

 

②放水設備設置訓練において，放水中の
放水砲操作は騒音及び水しぶきにより
無線による連絡が難しいため，新たに
手信号による操作合図を定め伝達手段
を拡充することとした。 

原子力緊
急事態支
援組織に
係る訓練 

無線重機操作訓練 復旧班 
計２回 

（３月） 
計２人 達成 

特記事項なし。 

今後も習熟を図るため継続的に実施す
る。 

その他 

訓練 
クレーン運転操作訓練 復旧班 

計５２回 

（１月～ 

３月） 

計１２０人 達成 

特記事項なし。 

今後も習熟を図るため継続的に実施す
る。 

 



参考資料１ 

 

2017年 12月に実施した防災訓練にて抽出した改善事項の対応状況 

 

2017年 12月に実施した防災訓練（前回報告対象の訓練）にて抽出した改善事項につ

いては，以下のとおり今回の訓練までに改善の取組みを実施している。 

改善事項に対する取組み状況を下表にまとめる。 

 

表 改善事項と取組み状況 

No 
前回報告内容 

取組み結果 
課 題 改善事項 

1 ・EAL判断用のツール

が，新規制基準適合炉

用と旧基準炉用が混

在する記載となって

おり，誤解を招きやす

い構成であった。 

 

・新 EALの適用（新規

制基準適合炉，旧基準

炉）に係る要員への教

育，及び習熟度が不足

していた。 

・EAL判断用のツールに

ついて，新規制基準適

合炉用と旧基準炉用を

分割する。 

 

 

 

 

・新 EALの適用（新規制

基準適合炉，旧基準炉）

を重点として加えた教

育資料を用いて再教育

を実施し，要員の習熟

度の向上を図り，以降

の訓練でEAL誤判断が
発生しないことを確認

する。 

 

新 EAL の適用（新規制基準適

合炉，旧基準炉）を重点として

加えた教育資料を用いて再教

育を実施し，要員の習熟度の向

上を図ったとともに，EAL 判

断用のツールについて，新規制
基準適合炉用と旧基準炉用を

分割したことで，本訓練でEAL

誤判断が発生しないことを確

認した。 

2 ・情報共有ツールとし

て，COPの使い勝手

が良くなかった。 

 

 

 

・発電所における COP

の運用方法が確立さ

れておらず，発電所内
の情報共有，戦略立案

に十分に活用できな

かった。 

 

・COPを，より使い勝手

が良い形に改善する。

（情報共有ツールとし

ての即応性，正確性の

向上を図る） 

 

・情報共有，予測や戦略

等の伝達をタイムリー

に実施するため，情報
共有ツール等を用いた

COPの共有方法を確立

する。 

COP を，より使い勝手が良い

形に改善したとともに，情報共

有，予測や戦略等の伝達を的確

に実施するため，WebEOC 浜

岡を用いた COP の共有方法を

確立したことで，COP を用い

た情報共有がある程度実施で

きることを確認した。また，

COP2 を十分に活用できず， 

COP2 の様式について改善点

を抽出した。これについては，

今回の訓練で抽出された改善

事項としてフォローしていく。 

 



No 
前回報告内容 

取組み結果 
課 題 改善事項 

3 ・通報文作成に係る要員

（作成者，チェック

者）が，新しい通報様

式への習熟が不十分

であった。 

 

・中央制御室からの情報

の共有方法について，

口頭に頼る部分があ

った。 

 

・情報の誤伝達により，

通報文作成者及びチ

ェック者が正しい情

報により通報文の作
成及びチェックがで

きなかった。 

・通報文作成する要員に

対し，通報対応におけ

る教育・訓練を実施し，

要員の習熟の向上を図

り，誤記を発生させな

いよう対策を行う。特
に SE，GEに係る記載

については次回の訓練

で通報文の誤記が発生

しないことを確認す

る。 

 

・通報文作成者及びチェ

ック者に正確な情報が

入るように，中央制御
室からの情報収集方法

について，情報共有ツ

ールの活用等による改

善を図る。 

 

WebEOC 浜岡の活用によりご

伝達の発生を防止したことで，

通報文作成者及びチェック者

が正しい情報により通報文の

作成及びチェックを行うこと

ができた。また，通報文を作成
する要員の習熟の向上を図っ

たことで，本訓練で通報文の誤

記が発生しないことを確認し

た。 

4 ・EAL・体制の取り下

げに係るルールが明

確でなかった。 

・運用ルールを明確にし，

全体周知を図る。 

訓練時系列上，EAL の取り下

げ判断を行ったのが訓練終了

間際となったため，ERC への

協議までは実施できなかった

が，EAL 取り下げ判断を行っ

た際の発電所と本店内での協

議が実施できることを社内で
確認した。これにより，平成

29年 12月の総合訓練で発生し

た，事前協議なしでの ERCへ

の通報による混乱は回避でき

ることを確認した。 

今後も、訓練で社内及び ERC

との連携を確認していく。 

 

5 ・フィルタベント実施後

の現場作業管理の観

点について，残存要員

数に配慮するような

マニュアルを整備し
ていなかった。 

・フィルタベント実施後

の現場作業実施の判断

項目として，要員数を

考慮するようマニュア

ルに追加し，教育を実
施する。 

 

今回の訓練では該当事象がな

かったため，次回以降の訓練で

確認する。 



No 
前回報告内容 

取組み結果 
課 題 改善事項 

6 ・引継ぎに集中してしま

い，本部席からのアナ

ウンスが耳に入らな

かった。 

・各機能班業務への対応

中であっても，本部席

からの発話には耳を傾

け，返事をする旨を再

周知するとともに，班

長が気付かない場合，
周囲がフォローする運

用とする。 

 

・本部長指示の発話前に，

各班の注意を集めるた

めにベルを鳴らす運用

を徹底する。 

 

今回の訓練では該当事象がな

かったため，次回以降の訓練で

確認する。 

 

以 上 



参考資料 2 

 

防災訓練実施結果報告書の用語集 

 

添付資料 1 「防災訓練実施結果報告書の概要」内の用語について、説明します。 

 

用語 解説 

原子力規制庁緊急時対

応センター（ERC） 
原子力規制庁に設置される緊急時の対応拠点。 

コントローラ 
訓練の進行に必要な付与情報を訓練参加者へ伝達するなど、訓練進行を
行う要員。 

EAL事象 

（AL 事象、SE 事象、GE

事象） 

原子力施設の状況に応じて、緊急事態を、警戒事態（AL 事象）、施設敷地

緊急事態（SE事象）および全面緊急事態（GE事象）の 3つに区分している。
EAL事象とは、この 3つの区分いずれかに該当する事象。 

警戒事態は、判断した時点では公衆への放射線による影響やそのおそれ

が緊急のものではないが，原子力施設における異常事象の発生又はその

おそれがあるため、情報収集や緊急時モニタリングの準備、早期に実施が

必要な災害時要救護者などの避難などの防護措置の準備を開始する必要

がある段階の事象。 

施設敷地緊急事態は、公衆に放射線による影響をもたらす可能のある事象

が生じたため、原子力施設周辺において緊急時に備えた避難などの防護措

置の準備を開始する必要がある段階の事象。 

全面緊急事態は、原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす

可能性が高い事象が生じたため、迅速な防護措置を実施する必要がある段

階の事象。 

緊急時情報共有化シス

テム（WebEOC浜岡） 
緊急時の対応状況を社内で共有するために用いるシステム。 

COP(Common 

Operational Picture) 

原子炉への注水状態や設備の使用可否など、プラントに関する情報を発電

所内および本店、東京支社、静岡支店、ERC などの発電所外の関係組織で

共有するためのツール。 

安全パラメータ伝送シス

テム（ＳＰＤＳ） 

プラントの状態、放射線レベルなど、各種運転監視パラメータを緊急時対策

所および本店などの中央制御室以外からも確認できるシステム。 

統合原子力防災ネット

ワーク 

緊急時における情報連絡手段を確保するため、国が整備したネットワークで

あり、総理大臣官邸、原子力規制庁、オフサイトセンター、静岡県および関

係市町などが接続されている。 

フィルタベント 

炉心損傷を伴う重大事故に至った場合などに格納容器の破損を防ぐための

設備で、外部に放射性物質を含む気体を放出する際に、フィルタで放射性

物質の放出を抑制する。 

可搬型海洋拡散抑制設

備（シルトフェンス） 

放射性物質を含んだ水が海洋へ拡散することを抑制するための浮体式フェ

ンスのことで、放射性物質の放出を伴う重大事故に至った場合に使用する。 

マルチコプター 発電所周辺海域のモニタリングを実施する監視測定設備（ドローン）。 

リエゾン 組織間の連絡をおこなう要員。 

以 上 
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